
 

2020年 11月 13 日 

各  位 

会社名 株式会社ベクトル 

代表者名 代表取締役社長  長谷川 創 

（コード番号：6058 東証第一部） 

問い合わせ先 取締役 経営管理本部長 

後藤 洋介 

電話番号 03-5572-6080 

 

2021年2月期第2四半期報告書の提出および2021年2月期第2四半期決算短信の公表 

ならびに過年度の有価証券報告書等、決算短信等の訂正に関するお知らせ 

 

当社は、2020年10月15日付「2021年2月期第2四半期報告書の提出期限の延長申請に係る承認に関す

るお知らせ」においてお知らせしましたとおり、関東財務局より、2020年11月13日を期限として、2021

年2月期第2四半期報告書について提出延長の承認を受けておりましたが、本日、2021年2月期第2四半

期決算を公表し、2021年2月期第2四半期告書を関東財務局に提出を行いますことをお知らせいたしま

す。 

また、過年度に係る下記の決算短信についても訂正のうえ公表し、同じく過年度に係る下記の有価

証券報告書等の訂正報告書も併せて関東財務局へ提出を行いますことをお知らせいたします。 

 

記 

１．本日提出する四半期報告書および過年度の有価証券報告書等の訂正報告書 

（１）本日提出する四半期報告書 

2021年2月期第2四半期報告書（自 2020年6月1日 至 2020年8月31日） 

 

（２）過年度の有価証券報告書等の訂正報告書 

2019年2月期 第3四半期報告書（自 2018年9月1日 至 2018年11月30日） 

2019年2月期 有価証券報告書（自 2018年3月1日 至 2019年2月28日） 

2020年2月期 第1四半期報告書（自 2019年3月1日 至 2019年5月31日） 

2020年2月期 第2四半期報告書（自 2019年6月1日 至 2019年8月31日） 

2020年2月期 第3四半期報告書（自 2019年9月1日 至 2019年11月30日） 

2020年2月期 有価証券報告書（自 2019年3月1日 至 2020年2月29日） 

2021年2月期 第1四半期報告書（自 2020年3月1日 至 2020年5月31日） 

 

２．本日公表した決算短信および過年度の決算短信等の訂正 

（１）本日公表した四半期決算短信 

2021年2月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

 

（２）過年度の決算短信等の訂正 

2019年2月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

2019年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 



 

2020年2月期 第1四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

2020年2月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

2020年2月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

2020年2月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 

2021年2月期 第1四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

 

３．訂正の経緯及び理由 

当社は、2020年10月9日付「当社子会社における会計処理に関わる社内調査委員会設置に関するお

知らせ」にて公表したとおり、当社の連結子会社である株式会社あしたのチーム（以下「あしたのチ

ーム」といいます。）における会計処理の疑義について、社外有識者を主要メンバーとする社内調査

委員会を設置し、調査を行ってまいりました。 

当社は、本日付で「社内調査委員会の調査報告書の受領および公表に関するお知らせ」にて調査結

果を公表いたしておりますが、調査結果を踏まえ、上記の通り過年度の有価証券報告書等および決算

短信等について訂正を行うものであります。 

 

４．訂正の内容 

調査結果で判明した事項に基づき生じる連結財務諸表等の修正事項の主な内容は、以下のとおりで

す。 

（１）「ASP オンプレ一式」として一括計上されていた売上高を、各役務の提供時期に応じて計上時

期の訂正。 

（２）売上高の訂正の影響による、固定資産（のれん含む）の減損処理の実施（2019 年 2 月期第 3

四半期）、併せて以降に計上された固定資産、のれん償却費、減価償却費、減損損失等の訂正。 

（３）売上高の訂正の影響による、繰延税金資産の取り崩し（2019 年 2 月期第 3 四半期）。併せて

以降に計上された繰延税金資産、法人税等調整額の訂正。 

また、あしたのチームの訂正に伴い、当社の個別財務諸表では関係会社株式評価損、債務保証損失

引当金、関係会社事業損失引当金を計上しております。 

 

５．決算訂正の影響額 

  

（１）連結業績の影響額 （単位：百万円） 

会計年度 項目 訂正前(a) 訂正後(b) 
影響額

(b-a) 
影響率 

2019年 2月期 

第 3四半期 

売上高 21,222 20,916 △305 △1.4% 

営業利益 2,176 1,870 △305 △14.1% 

経常利益 2,761 2,455 △305 △11.1% 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

1,182 △2,011 △3,194 － 

総資産 28,033 25,046 △2,986 △10.7% 

純資産 13,790 10,595 △3,194 △23.2% 



 

  

会計年度 項目 訂正前(a) 訂正後(b) 
影響額

(b-a) 
影響率 

2019年 2月期 

通期 

 

売上高 30,141 29,693 △447 △1.5% 

営業利益 2,857 2,575 △281 △9.9% 

経常利益 3,020 2,738 △281 △9.3% 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

28 △2,421 △2,450 － 

総資産 26,963 24,839 △2,124 △7.9% 

純資産 12,738 10,288 △2,450 △19.2% 

2020年 2月期 

第 1四半期 

売上高 8,632 8,640 8 0.1% 

営業利益 397 480 82 20.7% 

経常利益 266 349 82 30.9% 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

△301 △150 151 － 

総資産 26,777 24,818 △1,959 △7.3% 

純資産 12,992 10,693 △2,298 △17.7% 

2020年 2月期 

第 2四半期 

売上高 17,931 17,677 △253 △1.4% 

営業利益 1,243 1,135 △108 △8.8% 

経常利益 1,305 1,196 △108 △8.3% 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

△679 △718 △39 － 

総資産 25,724 23,588 △2,136 △8.3% 

純資産 12,369 9,879 △2,489 △20.1% 

2020年 2月期 

第 3四半期 

売上高 27,778 27,315 △462 △1.7% 

営業利益 2,266 2,017 △249 △11.0% 

経常利益 2,921 2,672 △249 △8.5% 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

154 △25 △180 － 

総資産 25,388 23,290 △2,098 △8.3% 

純資産 13,056 10,426 △2,630 △20.1% 

2020年 2月期 

通期 

売上高 37,540 36,821 △718 △1.9% 

営業利益 3,324 2,891 △433 △13.0% 

経常利益 3,755 3,322 △433 △11.5% 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

△315 △199 115 － 

総資産 25,302 23,606 △1,696 △6.7% 

純資産 12,500 10,166 △2,334 △18.7% 



 

 

 

以 上 

会計年度 項目 訂正前(a) 訂正後(b) 
影響額

(b-a) 
影響率 

2021年 2月期 

第 1四半期 

売上高 8,862 8,961 99 1.1% 

営業利益 △137 △16 121 － 

経常利益 △118 2 121 － 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

△284 △163 121 － 

総資産 35,131 33,783 △1,347 △3.8% 

純資産 17,430 15,216 △2,213 △12.7% 

（２）個別業績の影響額 （単位：百万円） 

会計年度 項目 訂正前(a) 訂正後(b) 
影響額

(b-a) 
影響率 

2019年 2月期 

通期 

売上高 4,325 4,325 0 － 

営業利益 411 411 0 － 

経常利益 1,064 1,064 0 － 

当期純利益 △1,446 △3,814 △2,367 － 

総資産 14,206 12,722 △1,484 △10.4% 

純資産 6,672 4,304 △2,367 △35.5% 

2020年 2月期 

通期 

売上高 5,136 5,136 0 － 

営業利益 264 264 0 － 

経常利益 775 775 0 － 

当期純利益 △1,902 △1,683 219 － 

総資産 9,806 9,131 △674 △6.9% 

純資産 4,870 2,722 △2,147 △44.1% 


